
第４５回 全国精神保健福祉業務研修会

実践報告 地域共生社会の実現に向けて

令和４年２月19日（土）



全精相の紹介

◆ 発足 1982(昭和57)年7月

◆ 目的 精神保健福祉業務の専任従事者の専門性の向上を図り、

精神保健福祉業務の専任従事者を自治体等に配置していくことを

目指すとともに、我が国の精神保健福祉の発展に寄与する

◆ 活動
１） 精神保健・医療・福祉の第一線機関で働く自治体職員対象の研修会を

毎年開催
２） 精神保健福祉行政課題に関する調査研究への参画
３） 精神保健福祉行政課題における政策提言
４） 各地域ごとの各種セミナーの開催 等

◆平成29年 日本精神保健福祉連盟会長表彰（団体）受賞



活動状況
〇 会員数 173名（令和３年12月）

〇 理事会 理事２３名（原則 毎月１回開催）

〇 主催事業 全国業務研修会・地区研修会・調査研究・図書出版等

全国業務研修会
昭和57年 結成大会 ※昭和61年まで年２回開催
令和 ２年 静岡大会 ※計44回開催

ミニセミナー
平成19年 石川県 平成22年 豊中市（大阪） 平成25年 横浜市
平成20年 伊丹市（兵庫） 平成23年 高知県
平成21年 京都府 平成24年 静岡市

地区研修会助成
平成25年 関西地区（大阪府） 平成28年 青森地区（青森市） 令和元年 北海道地区（北広島市）
平成26年 東海地区（愛知県） 平成29年 関西地区（滋賀県）
平成27年 中四国地区（岡山市） 平成30年 北海道地区（北広島市）

WEBセミナー 令和３年 精神保健福祉業務WEBセミナー

要望・声明等

昭和61年 精神衛生法改正に関する意見上申
平成７年 保健所における精神保健業務運営要領の改正について
平成９年 精神保健福祉士の受験資格について
平成13年 池田小学校事件関連について

市町村の業務移管について
平成28年 「神奈川県立津久井やまゆり圏」における殺傷事件について声明
平成29年 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律案」に関する見解
令和２年 医療従事者による入院患者への暴行事件と精神科病院の実地指導に関する表明



理事会構成

地区 都道府県 政令市 中核市 市区町村 その他 計

北海道・東北 １ １ ２

関東 ２ ２ １ １ １ ７

中部（東海・北陸） １ ２ １ ４

関西 ４ ３ ７

中国・四国 １ １

九州・沖縄 １ １ ２

合計 ８ ５ ５ ３ ２ ２３



令和３年度活動方針

令和２年度は新型コロナウィルス感染症の影響を受け、全国研修会の中止や理事会のWEB開催など、

会活動としても多くの変化が求められた年であった。

このような環境下でも、精神障害にも対応した地域包括ケア体制の実現に向けた調査研究を始めとし

た各種検討会への参加、厚生労働省検討会等への会員の派遣などを通じ、行政現場職員の立場から意

見表明を続けることができた。

令和３年度以降には、精神保健福祉業務運営要領の改訂、精神保健福祉業務の市町村への更なる拡

大、精神保健福祉法改正等の動きが見込まれている。また、現場では、コロナ渦における自殺や依存症

の増加、引きこもりや孤立化の問題等、地域のメンタルヘルの課題への対応が求められる状況が続いて

いる。これらの対応に加え、地域共生社会を実現するために、より多くの領域や機関との連携が求めら

れるようになっている。

このような中、当会会員が重層的な地域精神保健福祉体制の構築に主体的に参画できるよう、国の

動向を注視しながら各地の実践を集積し、それを踏まえた政策提言に引き続き取り組んでいく必要が

ある。

また、この転換期における当会の使命（ミッション）と役割を充分に検討し、行政職員による研修等を
通じて、精神保健福祉相談員等の専門性の向上や人材育成を図っていかなければならない。

以上を念頭に諸活動に取り組んでいく。



１ 精神保健・医療・福祉の第一線機関で働く
自治体職員対象の研修会を毎年開催



全国研修会（第1回～第１０回）
全国業務研修会の歴史

第１回 昭和57年7月10日～11日
結成大会
・各地の精神衛生活動の現状と課題
・相談員会発足の意義と今後の課題

第２回 昭和57年２月26日～27日
保健所精神衛生業務の確立をめざして
・精神衛生相談初期処遇フローチャート化
・精神衛生鑑定業務全国調査

第３回 昭和58年7月23日～24日 精神障害者のコミュニティケアにおける保健所社会復帰活動のあり方

第４回 昭和59年３月２日～3日 保健所精神衛生業務の確立をめざして

第５回 昭和59年7月２7日～28日 精神衛生行政の確立をめざして 主管課、保健所、精神衛生センターの連携と役割

第６回 昭和60年２月15日～16日 精神衛生行政の確立をめざして 保護義務制度の現状と問題点

第７回 昭和60年7月26日～27日 地域精神衛生活動における集団援助活動の意義とすすめ方

第８回 昭和61年２月21日～22日 精神衛生20年の歩み その過去、現在、未来をどうとらえるか

第９回 昭和62年7月3日～4日
精神衛生法の問題と課題
・地域における精神障害者のサポートシステムの改善に関する研究
・同意入院制度のあり方に関する研究

第10回 昭和62年２月６日～７日
地域のネットワークづくり
・精神衛生法改正を考える
・地域における精神障害者のサポートシステムの改善に関する研究



全国研修会（第１１回～第20回）

全国業務研修会の歴史

第11回 昭和62年7月2日～3日 改正法の動きをふまえ これからの精神衛生活動はどうあるべきか

第12回 昭和63年2月4日～5日 地域精神保健活動のこれからを考える

第１３回 平成元年3月2日～3日 保健所精神保健活動のこれからの展望

第１４回 平成2年3月1日～2日 90年代の地域精神保健 政策とその活動

第１５回 平成3年1月17日～18日 あらためて家族の援助を考える

第１６回 平成4年2月6日～7日 精神保健業務の確立を目指して あらためて保健所の地域責任性を考える

第１７回 平成5年1月13日～14日 活動する精神保健と保健所の新たな取り組み

第１８回 平成6年1月27日～28日 地域精神保健対策の基本的なあり方とこれからの地域精神保健活動

第１９回 平成7年12月1日～2日
新たな「地域保健法」の中で充実した精神保健活動の展開を考える
・これからの精神保健活動を考える 保健所でなければできない活動、市町村だからできる活動

第２０回 平成8年1月18日～19日 精神障害者の生活を支える 精神保健福祉法の成立を踏まえて



全国研修会（第2１回～第30回）

全国業務研修会の歴史

第２1回 平成9年1月30日～31日 新時代の精神保健福祉の構築をめざして サービスの多様化と新たなシステムづくり

第２2回 平成10年2月26日～27日 精神保健福祉活動の未来パラダイム

第２３回 平成11年2月25日～26日 21世紀の精神保健福祉業務を問う 保健所・市町村のあすに向けての取り組み

第２４回 平成12年2月24日～25日 精神保健福祉に心を注ぐために 新法で悩んでみよう地域から

第２５回 平成13年2月22日～23日
新世紀の地域精神保健福祉に向けて
・平成１４年度改正にともなう市町村への業務移管について
・市町村業務のあり方・保健所業務のあり方・移送業務

第２６回 平成14年2月28日～３月1日 いよいよやってきた市町村の時代 さらなる精神保健福祉の拡充をめざして

第２７回 平成15年2月20日～21日 市町村時代の展望 地域精神保健福祉はいかにあるべきか

第２８回 平成16年2月19日～20日 市町村行政と精神保健福祉業務を考える

第２９回 平成17年2月17日～18日 変わる制度、変わらぬ想い 市区町村時代の精神保健福祉活動

第３０回 平成18年1月6日～7日 変わる制度、変わらぬ想い どうする!どうなる?精神保健福祉活動



全国研修会（第３１回～第４０回）

全国業務研修会の歴史

第３１回 平成19年1月25日～26日 障害者福祉の変革期 立ち止まろう振り返ろう「精神保健福祉相談の原点回帰！」

第３2回 平成20年2月7日～8日 「こころのケア」を考えるinほっと石川 自然・人的災害等への危機介入

第３３回 平成20年1月10日～11日 あらためて地域支援を考える

第３４回 平成22年1月9日～10日 燃ゆる想い！みんなでつなごう地域支援

第３５回 平成23年2月11日～12日 これからの精神保健福祉と私たちの役割 今求められる相談支援とは

第３６回 平成24年2月11日～12日 再考、自治体の精神保健・福祉 変わりゆくもの 変わらぬもの

第３７回 平成25年2月9日～10日 ここが最前線！精神保健福祉の現在（いま）

第３８回 平成26年2月1日～2日 開港の地ヨコハマから精神保健福祉行政の航路を見いだす

第３９回 平成27年2月7日～8日
京の都、新たな精神保健福祉路を歩む
地域精神保健福祉ビジョンを想い、精神保健ニーズを捉え直す

第４０回 平成28年2月27日～28日 精神保健福祉が地域に果たす役割と展望



全国研修会（第41回～第４４回）

全国業務研修会の歴史

第41回 平成29年２月11日～12日 これからの知己精神保健福祉体制にむけて いま、行政がすべきこと

第42回 平成30年２月３日～４日 変わりゆく法制度と自治体職員の果たすべき役割

第43回 平成31年１月26日～27日 自治体職員のつながりが紡ぐ、精神保健福祉の未来

第44回 令和２年２月１日～２日 昭和、平成から令和に繋げていきたい、自治体職員の「和」

第４５回 令和４年２月１９日（WEB開催）

精神保健福祉業務WEBセミナー

第1回 令和３年２月２７日
これからの全精相にZoom イン!
・全精相が積み上げてきたものと、これからの取組への期待
・地域共生社会の実現にむけた精神保健福祉行政の展開



２ 精神保健福祉行政課題に関する調査研究等
への参画

〇厚生労働科学研究等
〇厚労省主催事業への協力



主な調査研究
〇厚生労働科学研究研究等の協力者として参画、各研究における調査等への協力、検討会へ提言等を行った

研究名・研究代表者、分担研究名・研究者 期間

Ⅰ 地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究
研究代表者： 藤井 千代 （国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所）

令和元年度
から令和3年度

〇精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究
分担研究者： 野口 正行 （岡山県精神保健福祉センター所長）

※当該研究の一環として、「自治体基礎調査」 「市町村対象の精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
構築ガイド（仮）作成」 「市町村人材育成研修プログラム開発」 に理事が参画

〇措置入院及び退院後支援のあり方に関する研
分担研究者：椎名明大（千葉大学社会精神保健教育研究センター治療・社会 復帰支援研究部門特任准教授）

Ⅱ 持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタリング体制の確保に関する研究
研究代表者：竹島 正（大正大学地域構想研究所）

※当該研究の一環として「地域精神保健医療福祉の可視化に関する研究会（ReMHRAD研究会）」に参加

令和２年度
から令和3年度

Ⅲ 市町村及び保健所保健師等の精神保健福祉業務に係る業務量の把握及び地域包括ケアシステムの構築に向け
た必要な業務量の算定に資する研究

研究代表者： 藤井 千代 （国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所）

令和３年度

Ⅳ 依存症対策全国拠点機関設置運営事業における依存症に関する調査研究
研究代表者： 樋口進（独立行政国立病院機構久里浜医療センター）
分担研究者： 前園真毅 尾崎淳（独立行政国立病院機構久里浜医療センター）

令和2年度



参考） 令和３年度 地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会 資料



３ 精神保健福祉行政課題における政策提言等

〇精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの検討会

〇地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会

〇各種検討委員会



厚労省所管の事業・委員会等に参画
内容 所管 期間

ゲーム依存相談対応マニュアル作成委員会
への参画

厚生労働省 精神・障害保健課依存症対策推進室
事務局：久里浜医療センター

令和2年８月１日～令和３年３月３１日

心のサポーター養成研修等企画・評価委員
会への参画

厚生労働省 精神・障害保健課
事務局：国立精神・神経医療研究センター

令和３年７月１日～令和４年３月３１日

精神障害にも対応した地域包括ケアシステ
ム構築支援事業

厚生労働省 精神・障害保健課 令和３年度 ※令和元年度から継続

世界メンタルヘルスデーJAPAN ２０２１
への参画

厚生労働省 精神・障害保健課 令和３年１０月１０日

厚労省主催の検討会に構成員として参画
内容 所管 期間

精神障害にも対応した地域包括ケアシステ
ム構築に係る検討会

厚生労働省 障害保健福祉部長所管
事務局）社会・援護局 精神・障害保健課

令和２年３月１８日～令和３年３月１８日

同検討会 精神科救急医療体制整備に係る
ワーキンググループ

厚生労働省 障害保健福祉部長所管
事務局）社会・援護局 精神・障害保健課

令和２年８月２８日～令和３年１月２２日











令和３年度 地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会



令和３年度 地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会



令和３年度 地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会



令和３年度 地域で安心して暮らせる精神保健医療福祉体制の実現に向けた検討会



〇地域で安心して暮らせる精神保健医療体制の実現に向けた検討会

第３回検討会（令和３年１２月２７日（月）） 関係者からのヒアリング

＜対象団体＞
全国「精神病」者集団
(公)全国精神保健福祉会連合会
全国市長会・杵築市長
全国精神保健福祉相談員会



話題の中心は、精神保健福祉法第47条

（相談指導等）

• 第四十七条 都道府県、保健所を設置する市又は特別区（以下「都道府県等」という。）は、必要に応じて、次条第一項

に規定する精神保健福祉相談員その他の職員又は都道府県知事若しくは保健所を設置する市若しくは特別区の長（以下

「都道府県知事等」という。）が指定した医師をして、精神保健及び精神障害者の福祉に関し、精神障害者及びその家族等

その他の関係者からの相談に応じさせ、及びこれらの者を指導させなければならない。

２ 都道府県等は、必要に応じて、医療を必要とする精神障害者に対し、その精神障害の状態に応じた適切な医療施設を

紹介しなければならない。

３ 市町村（保健所を設置する市を除く。次項において同じ。）は、前二項の規定により都道府県が行う精神障害者に関

する事務に必要な協力をするとともに、必要に応じて、精神障害者の福祉に関し、精神障害者及びその家族等その他の

関係者からの相談に応じ、及びこれらの者を指導しなければならない。

４ 市町村は、前項に定めるもののほか、必要に応じて、精神保健に関し、精神障害者及びその家族等その他の関係者か

らの相談に応じ、及びこれらの者を指導するように努めなければならない。

５ 市町村、精神保健福祉センター及び保健所は、精神保健及び精神障害者の福祉に関し、精神障害者及びその家族等そ

の他の関係者からの相談に応じ、又はこれらの者へ指導を行うに当たつては、相互に、及び福祉事務所（社会福祉法

（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所をいう。）その他の関係行政機関と密接な連携を図るよう

努めなければならない。



市町村が精神保健に関する相談指導等を積極的に担うために必要な環境整備

⚫ 住民の精神的健康に関する早期の相談支援（早期発見・重症化予防）

⚫ 医療や福祉などの契約サービスに繋がりにくい方や制度の狭間にある方等への

対応力の強化

（伴走支援を支えるコミュニティメンタルヘルスチーム（多職種連携）の仕組みづくり）

⚫ 住民のメンタルヘルスニーズの把握による地区診断

⚫ 住民ニーズに応じた地域支援体制づくり（協議の場）

【全精相の見解①】 法改正により市町村に精神保健相談を義務化

28



市町村が精神保健に関する相談指導等を積極的に担うために必要な環境整備

⚫精神保健福祉相談（精神保健福祉法第47条）の義務化に併せ、精神保健福祉相談
を担う専従職員である精神保健福祉相談員の配置を義務化することにより、精神
障害のある方や家族等の相談に対応できる人員体制の整備が必要

【全精相の見解②】 精神保健福祉相談員の配置及び任命の義務化
（精神保健福祉法第48条の義務化）

※ 精神保健福祉相談員とは、
精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談・訪問等を行うための専従職員
精神保健福祉士等の内から、都道府県知事又は市町村長が任命する
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⚫市町村が精神保健業務の実施体制を構築するためには、業務の円滑な実施に向けて、

保健所や精神保健福祉センターによる技術支援（バックアップ体制）と人材及び事業実施に

係る安定した財源が必要。

①複雑困難事例等の個別支援、家族支援等の伴走型支援への協働

②地域における人材育成（こころのサポーターやピアサポーター等の養成、支援者支援等）

③地域の実情を踏まえた『地域づくり』の諸活動等

【全精相の見解③】
〇保健所、精神保健福祉センターの機能強化による重層的な支援体制構築
〇地域格差是正にむけた ①人材育成 ②業務運営要領改訂 ③財政的支援

市町村が精神保健業務を積極的に行えるようになるための具体的な方策

精神保健行政の再構築

30



⚫現行の精神保健福祉法や業務運営要領、各種ガイドラインについて、保健所政令市及び

中核市の権限を明確化する必要がある。

⚫特に、措置関連業務や市町村長同意など「非自発的入院」に関わる業務については、都道

府県業務との関係等について、明確に整理する必要がある。

【全精相の見解④】 保健所政令市における精神保健福祉業務の平準化

精神保健行政の再構築

市町村が精神保健業務を積極的に行えるようになるための具体的な方策
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保健所としての方向性

〇「にも包括」の構築における保健所の役割

• 包括ケアシステムの構築を進めていくためには、障害福祉サービスの実施主体
である市町村の関与は不可欠である一方、精神科医療は圏域や県単位での体制
になっている。精神科救急医療など必要な精神医療体制確保、アウトリーチや
地域移行支援の推進等ができるためには、保健所のマネジメントが必要である。

• 特に人口が少ない小規模市町村などについては、保健所が市町村支援を重層的
に行うことにより、「にも包括」構築を行う。

• 精神保健相談については、市町村では対応困難な事例の個別支援を市町村と協
力しつつ行う。さらに困難な個別支援については精神保健福祉センターの協力
を得る。

• 圏域における精神保健ニーズの把握と支援体制構築を行う。

〇中核市保健所における「にも包括」構築

• 保健センターが住民の身近な場所で精神保健相談の一次窓口となり、保健所が
それを支援する2層構造とする。

• 中核市が23条通報に対応して、その後の地域支援にも関わることにより、措置
対応した精神障害者に対する適切な地域生活支援を行う。

〇政令市における「にも包括」構築

• 精神保健相談を身近な相談窓口が担い、それを保健所が支援し、精神保健福祉
センターが専門的機関として支える重層的支援体制の構築が重要である。

• 企画立案についても、相談支援と同様の重層的体制が必要である。

参考

第８回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会資料
32



⚫精神疾患における急性症状や身体合併症等が生じた際に、可能な限り身近な医療機関で、

速やかに医療サービスにつながる仕組みづくりが必要

①精神保健相談・訪問支援 ②訪問診療や訪問看護提供体制 ③ 合併症等リエゾン

④精神科救急情報センター ⑤精神科救急拠点病院（常時対応施設）の整備

⚫（精神）医療圏、障害保健福祉圏域でのシステム化については、都道府県、保健所等の企画調
整機能が重要

【全精相の見解⑤】
〇市町村が主体の地域包括ケアシステムを底支えする、精神科救急医療体制
の強化が必要

精神科救急体制の強化

市町村が精神保健業務を積極的に行えるようになるための具体的な方策
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⚫当事者や家族が協議プロセスに関与することにより施策推進を図る。

⚫圏域連携会議（医療計画）、地域ケア会議（介護保険事業計画）、協議会（障害福祉計画）など、
保健所及び市町村それぞれの協議を連動し施策を推進するため、保健所の企画調整が特に
重要となる。

【全精相の見解⑥】
〇『協議の場』には、必ず精神障害のある方やその家族が参画できるよう
配慮することが必要。
〇保健所は市町村と『地域（精神）医療体制に関する協議』により協働。
〇精神保健福祉センターや都道府県等本庁は、市町村による協議の場と
連動した『施策推進に関する協議』により重層的な支援体制を構築。

保健・医療・福祉関係者等による協議の場

当事者・家族の参画
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精神保健福祉法関連の権限や実施主体の現状と新たな体制整備に向けた提言（赤字）

都道府県
（含む保健所）

指定都市
保健所設置市

（中核市・特別市）
市区町村 根拠等

医
療

措置入院 〇 〇
△措置不要後の支援

→○法定化
―

△（関与）
精神保健福祉法

措置入院退院後支援 〇 〇 〇
―

△（関与）
ガイドライン
→法改正

精神科病院実地指導 〇 〇
△協力して同行

→○
―

△（関与）
精神保健福祉法

精神医療審査会
→都道府県等による
機能強化

〇
精セ：処遇改善

退院請求
保健所：一次審査

〇
左に同じ

―
△一次審査機能

ー
△提出窓口

精神保健福祉法

医療保護入院
市区町村長同意

― 〇 〇 〇 精神保健福祉法

保
健

精神保健相談
→市町村主体

〇（直接支援）
→市町村支援

特に町村部への支援
〇 〇

△努力義務
→○義務化

精神保健福祉法
地域保健法等

福
祉

精神福祉相談
→市町村による実施

△
努力義務

→×
〇 〇 〇

精神保健福祉法
障害者総合支援法
改正社会福祉法等

精神障害者福祉手帳
自立支援医療

〇 〇
△

申請窓口
△

申請窓口 35



精神保健福祉法関連事業の運営主体の現状と新たな体制整備に向けた提言（赤字）
都道府県

（保健所等含む）
指定都市 特別区

保健所設置市
(中核市・特別市)

市町村 根拠等

DPAT体制整備事業
（※負担金等による安定した財政措置）

〇
○取組強化

△
△

都と一体的整備

△
都道府県と
一体的整備

― 事務連絡

精神科医療体制整備事業
（※負担金等による安定した財政措置）

〇
○取組強化

〇
△

都と一体的整備

△
都道府県と
一体的整備

―
精神保健福祉法
第19条の11

依存症総合支援事業
〇

○取組強化
〇

△
都と一体的実施

△
都道府県と
一体的実施

― 精神保健対策事業

精神障害者地域生活支援広域調整等事業
（アウトリーチ・地域移行・ピアサポート等）

〇必須
→市町村体制整備

ー
○

△
都と一体的実施

△
都道府県と
一体的実施

―
△（関与）

地域生活支援
広域支援事業

精神障害関係従事者養成研修事業
〇必須

○取組強化
ー
○

△
都と一体的実施

△
都道府県と
一体的実施

―

精神障害者支援の障害特性と支援技法を
学ぶ研修会事業

〇任意
〇
任意

△
都と一体的実施

△
都道府県と
一体的実施

―

地域包括ケアシステム構築推進事業
（市町村地域生活支援事業必須事業化）

〇任意
→市町村体制整備

〇任意
○必須

〇任意
○必須

〇任意
○必須

ー
【新規】必須

地域生活促進事業
地域生活支援事業

地域包括ケアシステム構築支援事業
〇任意

→市町村体制整備
〇任意
○必須

障害者ピアサポート研修事業
（市町村地域生活支援事業）

〇 〇 △任意 △任意 △任意

心のサポーター養成事業 〇 〇
△

都と一体的実施

△
都道府県と
一体的実施

△任意 実施要領 36



精神保健行政の再構築後の具体的な事務事業のイメージ（案）

市町村 保健所(都道府県型・中核市、保健所設置市） 精神保健福祉センター

精
神
保
健
相
談
等

「わかりやすい」一次相談窓口設置（保健）
・メンタルヘルス相談
・精神障害のある方等へのアウトリーチ相談
・精神障害者の地域移行等、地域生活支援
・市長同意入院者等への支援
福祉総合相談、基幹相談等と連動した相談体制構築

・困窮、こども、ひきこもり、8050等への対応

専門相談(二次相談）
・困難事例等へのアウトリーチ支援
・措置入院者等退院後支援 等
※基本的な精神保健相談は市町村が実施

措置業務
・通報受理、精神保健診察
※中核市、保健所設置市に権限移譲

特定相談（拠点機能強化）
・災害対策
・アディクション対策
・自殺対策 等

主
な
事
業

普及啓発、精神保健教育
精神障害者の福祉に関する相談
精神障害当事者・家族等団体支援
・こころのサポーター養成等啓発事業、健康教育
・多機関多職種連携会議
・福祉サービス利用調整
・地域移行・地域定着、自立生活援助等
・ピアサポーター養成・活用
・成年後見制度利用支援
・その他精神障害者生活支援体制の整備 等

市町村支援による体制整備
・市町村職員対象研修
・管内保健福祉関係者対象研修 等
医療連携体制整備
・医療計画・地域医療構想にかかる
企画・調整
※圏域内の調整（格差是正）
※中核市、保健所設置市は実情により
左記の精神保健関連事業を実施

企画調整
・精神保健福祉データ収集・活用
技術協力
・保健所・市町村支援
・関係機関・団体等への支援
研修・人材育成
・各種技術研修事業の実施

等

協
議
の
場

主に保健・地域生活支援による共生のまちづくり
・日常生活圏域・市町村圏域の体制整備

主に医療連携、広域調整
・管轄及び圏域内の医療体制整備
・市町村精神保健福祉体制整備

主に政策形成
・地域精神医療審議会への関与
・地域精神保健福祉審議会への関与
・市町村の協議の場等への助言

そ
の
他

医療機関退院支援委員会等への関与
医療保護入院書類受付（進達）
手帳・自立支援医療窓口（進達）
成年後見制度（利用促進・利用支援）等

地域精神医療審査会（一次審査）
・院内委員会への助言等
・任意入院・医療保護入院者の審査
・措置入院者の審査

地方精神保健福祉審議会への関与
精神医療審査会（2次審査）
・退院請求・処遇改善請求
・長期入院者の実地審査 37



〇予算、各種計画策定・推進 〇企画調整・協議の場 〇行政指導等（医療機関、障害福祉事業等）

都道府県（本庁）・圏域

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に向けた業務の構成要素(例）
（主として精神保健関連業務に関すること）

啓発事業等
・ピアサポーター活用による啓発
・互助醸成・参加支援、居場所づくり

精神保健相談（一次相談）
・こころの健康相談・訪問指導
・家族相談（心理教育等）
・コミュニティメンタルヘルスチーム

総合相談
・重層的支援体制整備
・ピアサポーターの養成・活用

団体支援等
・当事者会・家族会等支援
・相談支援事業者等支援者支援

各種市町村計画による推進
精神保健教育の実施
居住、労働等ネットワーク構築

協議の場
地域共生・生活支援等と

精神保健の連動

専門相談等
・複雑困難事例等
・町村部の精神保健相談

精神的健康危機管理
・措置関連業務等
・アウトリー支援体制の整備

市町村等人材育成
・市町村職員への研修
・医療、地域援助事業者等への研修

市町村支援
・市町村事業への支援
・広域連携による事業実施 等

適正医療の確保
・医療計画・地域医療構想等の推進
・精神医療審査会（一次審査）

協議の場

医療体制及び市町村体制整備

適正な精神医療の確保
・精神医療審査会
（処遇改善、退院請求）

拠点機能（特定相談）
・依存症、自殺、ひきこもり、災害精神等

調査研究・技術支援
・精神医療保健福祉施策推進
・各協議の場へのコンサルティング等

拠点機能
アウトリーチ支援等

・保健所・市町村支援、医療連携

専門研修
・専門職等への研修
・学校保健、産業保健等への支援

拠点機能
・相談技法等に関する普及
・啓発プログラムの開発、普及

市町村 保健所 精神保健福祉センター

38

１ 企画調整

２ 普及啓発

３ 相談・訪問

４ 人材育成

５ その他



国への要望

◆ 精神保健福祉法は地域実践において実務上の課題が山積しており早急な改正を求める。

◆ 自治体間格差是正のため現行の業務運営要領の改訂及び保健所政令市に関する業務運営要領の策定を
求める。

◆ 「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」における行政機関の機能を実
態に併せて見直すことを求める。

◆ 市町村の取組（精神保健相談、啓発事業、人材育成及び協議の場の設置等）を促進するため、精神障害に
も対応した地域包括ケアシステム構築推進事業の実施主体を市町村に拡大するなど事業実施に係る財源
確保を求める。

◆ 市町村の取組を後押しするために、アウトリーチ、地域移行、ピアサポート、家族支援、普及啓発については
協働重点事業とし、国庫補助率をあげるなど政策誘導を図ることを求める。

◆ 非自発的入院に係る意思決定支援等の課題については、その実態を明らかにするとともに、別途、ヒアリ
ングや意見交換の機会を求める。

◆ 精神保健行政を実効性のあるものとするために重要な人材確保・育成の取組強化について、当会は、他の
職能団体等との協力を惜しむことなく、国民のメンタルヘルスの向上、地域包括ケアシステムの構築、精神
科病院からの地域移行等の課題解決にむけ貢献する所存である。
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参考資料



市町村精神保健相談に関する法的根拠の明確化

◆ 精神保健福祉法 第４７条（相談指導等）の改正（案）

相談指導等 保健所設置自治体 市町村

第４７条１ ◎ ―

第４７条２ ◎ ―

第４７条３ ― 〇／◎

第４７条４ ― △

第４７条５ △ △

保健所設置自治体 市町村

〇 ◎

〇 ◎

ー ◎

― ◎

〇 ◎

◎ 行わなければならない 〇必要な協力をする △努めなければならない

◆ 「保健所及び市町村精神保健福祉業務運営要領」並びに「良質かつ適切な精神障害者に
対する医療の提供を確保するための指針」についても併せて改訂する必要がある。

資料１
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市町村における精神保健福祉相談員の配置

（精神保健福祉法第４８条）

◆ 精神保健相談は、住民に身近でわかりやすい窓口（市町村保健センター等）を

設置し実施する。

◆ 市町村長は、精神保健福祉相談員を任命し、住民のメンタルヘルスの向上、

精神疾患の重症化予防、精神障害者の権利擁護等の推進を図る。

◆ 精神保健福祉相談員は、福祉部局により実施される「伴走型支援」と協働し

「入院を前提としない支援」「地域移行・定着等による地域生活支援」に取り組む。

・ 精神保健福祉相談員養成研修（精神保健福祉法施行令第１２条第４号）の見直し

・ 都道府県による市町村への人材育成の強化
・ 市町村による人材確保に必要な財源の確保

資料２
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精神保健福祉相談員養成研修の見直し

◆市町村の保健師等が精神保健福祉相談員の任用資格を得るために必要な講習会の内容
及び時間 （204時間以上）については、自治体での実施が困難となっており、新たにプロ
グラム開発を行い、実効性を確保することが必要。

国の実施する基礎研修
40時間

都道府県の実施する
実践・専門研修 40時間

保健所、精神保健福祉
センター、病院等の実習

40時間

養成講習会の内容例

〇 基礎研修：
精神医療保健福祉に関する基礎的な知識や技術（疾患の理解・歴史・ケアマネジメント、グループワーク等）を得るための研修
を実施。 （オンライン等の活用）
〇 実践・専門研修：都道府県等で実施している依存症、ひきこもり、自殺対策、家族支援、アウトリーチ、ピアサポート研修等を
活用し実践・専門研修を都道府県毎に組み立てる。
〇実習については、精神科病院の協力の元、精神病棟での実習を必須とし、外来機能と合わせて実施する。

資料３
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都道府県精神保健福祉センターの機能強化

様々な拠点機能としての体制整備・機能強化を図るとともに、現行の精神医療審査会を
一部見直す。 ※現行の組織・人員配置状況により地域格差が生じる懸念あり

◆ 機能強化（必須）

・各種拠点事業の実施
・人材育成「精神保健福祉相談員養成研修の実施主体」
・技術支援「協議の場に必要な情報収集・分析の提供」 例：ReMHRAD（630調査、NDBデータ）等

◆精神医療審査会の機能強化

・一次審査（書面審査）を病院を所管する保健所が実施することにより、処遇改善

請求や退院請求への迅速な対応を果たす

◆ 任意機能

技術支援、複雑困難事例に対するスーパーバイズ、多職種アウトリーチ支援

資料４
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都道府県型保健所の業務整理及び強化

設置数の削減を考慮し、市町村業務との関係において機能を見直し、真に必要な機能の強化

を図る。

◆精神保健相談業務は、「一次相談の窓口」から「重症化予防（健康危機管理）」に特化

◆措置業務全般、措置入院者等の退院後支援、市町村の求めに応じた困難事例支援等

◆地域精神医療審査会の設置（管内精神科病院に関する一次審査の実施）

全国保健所数及び都道府県保健所数の推移

資料５

県型保健所が対応した措置入院に係る申請・通報・届出件数の推移
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◆ 市町村「協議の場」の推進を図るための保健所「協議の場」へ

◆ 医療計画における圏域連携会議、介護保険事業計画におけるケア会議等との連動

・地域包括ケアシステム構築に取り組む市町村
と精神科医療・一般医療との連携構築

・市町村を主体として、精神保健相談における
多機関多職種連携の仕組みを構築

・市町村が「メンタルヘルスリテラシー向上」、
「家族支援」、「ピアサポーターとの協働」等
精神保健福祉事業を円滑に実施できるよう
企画運営、協働

・人材育成の取組

・市町村間の格差是正のための調整

都道府県型保健所の『協議の場』の機能強化
資料６
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保健所政令市における精神保健福祉業務の明確化

◆措置業務については、法改正により都道府県型保健所と同様に中核市保健所が実施できる

こととする。

◆中核市と都道府県圏域の重層化に関する協議の場を設置

◆指定都市及び中核市のための精神保健福祉業務運営要領の作成が必要

＜参考＞

地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究（研究代表者 藤井千代氏）の調査では、

８割以上の中核市が現在の業務運営要領において、中核市としの現在の業務運営や対応・判断に苦慮

していることが分かった

資料７
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中核市の精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）

【特徴】〇市保健所は、母子保健・障害福祉・高齢者福祉分野等との協働や連携がしやすい状況である。
〇市保健所は、医療・保健分野において、日常生活圏域内でも関与が強くなる。

【重要】〇市保健所は保健センター及び福祉事務所と２層の関係になっている。
〇中核市の協議の場で話し合われたことを３層の都道府県の協議の場へのフィードバックしていく。

市町村精神保健機能を保健センターに配置し、重層的な支援体制を構築

資料８

第８回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会資料
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参考９



資料10

第８回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会資料
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資料11

第８回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会資料
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資料12

第８回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会資料
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市長同意入院の精神障害者については、精神保健福祉相談員により、市町村長同意後
の面会を義務化するとともに、退院支援委員会への関与や成年後見制度利用支援等、
退院後の生活支援を実施するため入院中から積極的に関与する必要がある。

市町村長同意の見直し

◆市町村長同意に関する実態調査が必要

◆精神科医療機関からは医療アクセス上の課題の指摘が多くあり、実態把握により精神障
害者への適正な医療の確保、認知症疾患患者の権利擁護等に向けた検討が必要。

◆自治体実務では、家族等の確認に相当な時間を要し、診察時の立会いや同意判断が困難
であることから、国が定める形式事務により事務処理している現状。

資料13
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４ 意見表明や質問



•医療従事者による入院患者へ
の暴行事件と精神科病院の実
地指導に関する表明
令和２年９月１日

72ecb4_a4a032a57bd14942ba2cf554cfa8ebbd.pdf (filesusr.com)

https://cf5c4c92-1fec-4866-94f0-d7d331dc8387.filesusr.com/ugd/72ecb4_a4a032a57bd14942ba2cf554cfa8ebbd.pdf


•産経新聞掲載記事（令和３年９
月27日付）「真・治安論番外
編」に関する質問（訂正記事の
要望について）

令和３年１０月２０日

72ecb4_2470d51ec81243fc99ae553254bf403c.pdf (filesusr.com)

https://cf5c4c92-1fec-4866-94f0-d7d331dc8387.filesusr.com/ugd/72ecb4_2470d51ec81243fc99ae553254bf403c.pdf

